
トリニダード・トバゴ（ＴＴ）月間情勢報告 

（２０１９年２月） 

 

在トリニダード・トバゴ日本国大使館 

 

１．概況 

●組織犯罪や殺人事件が後を絶たないことから、警察は警戒レベルを２番目に

高いレベルに引き上げた。また、中国の犯罪集団の関与も報じられている。 

●政府は、当国に居住する合法、違法ベネズエラ人を登録し、1年間の労働許可

を与えることを検討していると示唆した。 

●経済面では、当国主力のエネルギー産業が回復しつつあることを政府は強調

している。観光産業は、治安と重要性への認識の低さからＴＴへの観光客は減

少し、政府は戦略計画を策定中。 

●ＥＵの非協力的な司法組織を持つ国のブラックリストに対して、ＴＴも強く

反発している。 

 

２．内政 

●５日付当地紙は、ＩＳＩＬ戦闘員となったＴＴ人がシリアで拘束された、２

５０人以上のＴＴ人がシリアやイラクのＩＳＩＬに勧誘されていると報道。 

●５日付当地紙は、２日トバゴ島でカナダ人観光客が強盗に遭う事件が発生し、

現金等を奪われたと報道。また、８日付当地紙は、６日に同島で英国人観光客

を狙ったけん銃使用強盗事件が発生した旨報道。 

●８日付当地紙は、６日警察は当地市内の売春組織を摘発し、１８人を逮捕し、

１９人の南米女性を救出したが、この売春組織の裏幕に中国のマフィアが関与

していると報道。２０日付当地紙は、本件売春摘発捜査により拘束した中国人

１８人の内、３人が釈放され、即時入国管理局に拘束されたと報道。 

●９日付当地紙は、２０１６年２月１０日にカーニバル期間中に発生した日本

人殺人事件について、警察は事件解決に役立つ新たな情報を入手していると述

べたと報道。 

●１３日、警察は激化する犯罪組織同士の抗争や殺人事件の発生を受け、警察

活動警戒レベルを黄色から赤色（４段階で２番目に高いレベル）に引き上げた。 

●２１日付当地紙は、国軍戦略情報庁（ＳＳＡ）の調べで、ＴＴ国内に流通す

る違法銃器が８，１５４丁に及んでおり、警察は年間約１,０００丁の銃器を押

収しているが、銃の密輸は続いており、更に押収を続けると述べたと報道。 

●２３日付当地紙は、ヤング国家安全保障大臣は当国に滞在する合法、違法ベ

ネズエラ人を登録し、滞在数を把握する、登録者には１年の労働許可を与える



ことを検討中と述べたと報道。 

●２６日付当地紙は、ヤング国家安全保障大臣は、トリニダード島南岸のモル

ーガ地区は人身売買や密輸、麻薬及び拳銃取引が行われているとして、軍事基

地を設置することを念頭に現地視察を行ったと報道。 

 

３．経済 

●４日、当地でのＴＴエネルギー会議開会式でローリー首相が基調演説を行い、

ＴＴエネルギー分野は、依然当国の経済発展の達成ための最強の分野であるが、

世界的動向にも影響される、エネルギー価格の変動にもかかわらず、新技術開

発により新ガス田発掘が進み、ガス生産量は上向きとなっている、石油生産も

回復しつつある、石油精油所の再開には既に約５０社が関心を示し、必要手続

は本年６月末までに終了する見込みと述べた。 

●８日付当地紙は、中国企業が当市総合病院の病棟新設工事を１０億ドルで受

注した、もう１社の仏企業入札額より６億ドルも安かった、工期は９月から２

年と報道。２６日当地紙は、野党議員（前保健大臣）は中国企業が不当に安い

価格で公共事業を発注していると批判したと報道。 

●２２日、中央銀行は、１８年第３四半期にエネルギー基盤の回復基調が続い

たが、１８年前期より回復率が下がった、１７年第４四半期の失業率は４．４％

に上昇し、１８年も精油所の閉鎖や通信部門での失業もあり雇用市場は更に弱

まったと見られる、１８年１２月のインフレ率は１．１％等との四半期報告を

発表した。 

●２２日付当地紙は、観光産業関係者が１８年のＴＴへの観光客数は３５６，

０４４人と、１７年の３７５，２０２人から減少した、その理由は治安情勢と

観光産業の重要性への認知度の低さで、年央までにされる観光産業戦略計画に

基づき政策と予算の決定を行いたいと述べたと報道。 

 

４．外交 

●１日、大使公邸で当地在留邦人向け新年祝賀レセプションを開催し、６０名

強が参加した。 

●１３日、ＥＵがＴＴや米国領土を含む２１ヶ国・地域を非協力的な司法組織

を持つ国のブラックリストに掲載したことに対して、インバート財務大臣は、

このＥＵの恣意的かつ一方的な措置には、米政府が行ったように強く抗議する

と述べた。（２０日付報道） 

●２６～２７日、セントキッツで開催されたカリコム中間首脳会合にローリー

首相が出席し、その機会に同地を訪問中のカリユライド・エストニア大統領と

の会談を行い、ＴＴの電子政府化へのエストニアの協力の可能性等を協議した。



（２８日付報道） 

 

※これは、報道等公開情報をまとめたものであり、報道の真偽まで確かめたも

のではありません。 

 


